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平成 25 年３月７日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社綜合臨床ホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 立 川 憲 之

   （コード番号２３９９ 東証マザーズ）

問合せ先 取 締 役 橋 本 寿 哉

（電話 ０３－６９０１－６０８７）

 

イーピーエス株式会社との資本業務提携契約の締結及び 

第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 

 

当社は、平成 25 年３月７日開催の取締役会において、イーピーエス株式会社（本社：東

京都新宿区、代表取締役会長：厳浩、東証一部、証券コード 4282、以下「ＥＰＳ」という。）

との間で資本業務提携契約の締結及び同社に対する第三者割当による自己株式の処分（以

下「本自己株式処分」という。）について下記のとおり決議いたしましたので、お知らせい

たします。 

 

記 

 

Ⅰ．資本業務提携の概要 

１．資本業務提携の理由 

当社は、「高い倫理性と責任のもと、医療現場の支援を通じて、医療の発展に貢献します。」

を企業理念に掲げ、治験（臨床試験）を実施する医療機関の支援を通じて成長してまいり

ました。また、2015 年７月期を最終年度とする中期経営計画“SOGO New Success Plan 2015”

を策定し「売上高 100 億円企業」の実現に向け、ＳＭＯ（治験施設支援機関）事業及びそ

の他周辺事業の規模拡大と、新規事業の立ち上げに取り組んでおります。主要事業である

ＳＭＯ事業においては、市場におけるリーディングカンパニーとして受注拡大と品質向上

に取り組んでおります。 

一方、ＥＰＳは、設立以来、ＣＲＯのリーディングカンパニーとして事業規模を拡大し、

臨床試験の個別業務に留まらず、企画から薬事申請までの一貫したサービスを提供してお

ります。また、ＥＰＳグループは、医薬品や医療機器の開発を取り巻く経営環境が変化す

る中で、「価値あるソリューションの創出を通じて、健康産業の発展に貢献します」を基本

理念とする経営理念を定め、国内においては、ＣＲＯ関連事業、ＳＭＯ関連事業、ＣＳＯ

関連事業を展開しており、海外においては、臨床試験に関わる Global Research 関連事業

ならびに中国関連事業を展開しております。ＳＭＯ関連事業は、連結子会社である株式会
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社イーピーミント（本社：東京都文京区、代表取締役社長：安藤秀高、ジャスダック、証

券コード 6052、以下「EP-Mint」という。）において展開しております。EP-Mint は、癌・

循環器系・脳神経外科等の高難易度領域に強く、高血圧・高脂血症・糖尿病等の生活習慣

病領域も数多く手掛けております。 

このように設立と発展の背景が異なる当社とＥＰＳは、ＳＭＯ事業を中心とした協力に

より競争力を相互に補完するため、資本業務提携を行うこととなりました。また、同社を

割当予定先とする自己株式処分の実施を決定するに至りました。 

本資本業務提携により、両社はＳＭＯ事業を中心とした臨床試験の実施支援業務におい

て、双方が得意とする地域、疾患領域、あるいは提携医療機関の種類などを補完すること

により、競争力を高めることで双方の事業発展に繋げることができるものと考えておりま

す。 

なお、当社は、ＳＭＯ事業のみならずＣＲＯ事業を含めた臨床試験等の支援業務全般に

関して、株式会社シーエーシー（本社：東京都中央区、代表取締役社長：酒匂明彦、東証

一部、証券コード：4725、以下「ＣＡＣ」という。）と資本業務提携契約を締結しておりま

す。本資本業務提携契約は、ＣＡＣとの提携の精神や目的に反するものではなく、当社と

しては、多様な提携先との協業を推進することが、当社グループ競争力の向上に大いに資

するものと考えております。 

 

２．資本業務提携の内容等 

（１） 業務提携の内容 

両社グループは、ＳＭＯ事業を中心とした臨床試験及び臨床研究の実施支援業務におい

て補完、協力し合うことで合意いたしました。 

本資本業務提携に基づき、事業セグメント毎に、両グループの強みを活かし、相互に補

完する具体的な業務提携を各グループのＳＭＯ事業会社間で締結いたします。具体的には、

当社の子会社である株式会社綜合臨床サイエンスとＥＰＳの子会社である EP-Mint との間

で業務提携契約を締結します。詳細につきましては、本日公表の「当社連結子会社の業務

提携契約の締結に関するお知らせ」をご参照ください。 

子会社間の業務提携は、本資本業務提携を具体的に進めるためのものであります。 

 

（２） 資本提携の内容 

① 当社が新たに取得するＥＰＳの株式の取得株数 

当社は、ＥＰＳの代表取締役会長厳浩氏の保有するＥＰＳ株式 2,000 株（発行済株

式総数 180,800 株に対する持分比率：1.10％）を取得することで合意いたしました。 

 取 引 期 日 平成 25 年３月８日 

 取 得 株 式 数 普通株式 2,000 株（持分比率：1.10％） 

 取 得 方 法 終値取引（ToSTNet-1） 
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② ＥＰＳにより新たに取得される当社株式の数及び発行済株式数に対する割合 

ＥＰＳは、当社が自己株式を処分することにより、当社の普通株式 3,000 株（発行

済株式総数 107,740 株に対する比率：2.78%）を取得することで合意いたしました。 

 

なお、当社は、株式の分布状況の改善及び流動性の向上を目的として、平成 24 年 12 月

25 日に自己株式の取得を行いましたが、最近の株式の分布状況等を勘案した結果、今般の

資本提携にあたって、当社がＥＰＳに対して自己株式処分を行うことが、当社の企業価値

の向上にもつながり、資本政策上最適と判断いたしました。   

株式の分布状況及び流動性の向上については、必要な事態が生じた際には、適切に対応

して参ります。 

 

詳細は、後記「Ⅱ.第三者割当による自己株式の処分」をご参照ください。 

 

３．提携相手先の概要 

後記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 ６．処分予定先の選定理由等 （１）処

分予定先の概要」をご参照ください。 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 平成 25 年３月 ７日 

（２） 資 本 業 務 提 携 契 約 の 締 結 平成 25 年３月 ７日 

（３） 本 自 己 株 式 処 分 の 払 込 期 日 平成 25 年３月 25 日 

※本資本業務提携におけるＳＭＯ事業及びその他事業の個別・具体的な提携内容について

は、今後両社グループで適宜決定し、実施していく予定であり、開示すべき内容について

は決定次第速やかに開示いたします。 

 

５．今後の見通し 

後記「Ⅱ.第三者割当による自己株式の処分 ８．今後の見通し」をご参照ください。 

  



 

 4 / 11 
 

Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 

１．処分要領 

（１） 処 分 期 日 平成 25 年３月 25 日 

（２） 処 分 株 式 数 普通株式 3,000 株 

（３） 処 分 価 格 １株につき 190,800 円 

（４） 資 金 調 達 の 額 572,400,000 円 

（５） 処  分  の  方  法 第三者割当による処分 

（６） 処 分 予 定 先 イーピーエス株式会社 

（７） そ の 他 処分後の自己株式数 10,936 株 

 

２．処分の目的及び理由 

 前記「Ⅰ.資本業務提携の概要 １．資本業務提携の理由」に記載のとおり、本自己株式

処分は、当社とＥＰＳとの資本業務提携と併せて実施するものであり、当社とＥＰＳの間

に協力体制を構築し、本資本業務提携を確実なものにするためのものであります。 

そのため、本自己株式処分により当社株式に一定の希薄化が生じますが、ＥＰＳとの資

本業務提携及び本自己株式処分による財務体質の改善により、当社グループの企業価値及

び株主価値の向上に資するものと考えております。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１） 調達する資金の額（差引手取概算額） 

（１） 処 分 総 額 572,400,000 円  

（２） 処 分 費 用 概 算 額 1,170,000 円  

（３） 差 引 手 取 概 算 額 571,230,000 円  

（注） １．処分費用概算額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．処分費用概算額とは本自己株式処分に係るアドバイザリー費用等の概算額で

あります。 
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（２） 調達する資金の具体的な使途 

上記差引手取概算額 571,230,000 円の使途については、以下の２点に充当する予定です。 

① 当社は、ＥＰＳとの資本業務提携のため、ＥＰＳ株式 2,000 株を取得予定であり、

その取得資金を、金融機関より調達する予定であります。本件調達資金は、当該金

融機関借入の返済に充当する予定です。 

② ＥＰＳとの業務提携推進のための調査・開発費用に充当する予定です。 

 

具体的な使途 金額（円） 支出予定時期 

① 
ＥＰＳ株式の取得に係る借入
金の返済 

509,000,000 平成 25 年４月１日 

② 
ＥＰＳとの業務提携推進のた
めの調査・開発費用 

62,230,000
平成 25 年４月 

～平成 28 年３月

（注） 調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

前記「３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 （２）調達する資金の具体的な

使途」に記載のとおり、調達する資金の使途は、ＥＰＳとの資本業務提携において当社が

ＥＰＳ株式を取得するための金融機関からの借入金の返済に充当する予定であること、及

びＥＰＳとの資本業務提携推進のための調査・開発費用であることから、ＥＰＳとの資本

業務提携を推進するために必要な資金であり、当社グループの企業価値及び株主価値の向

上に資するため、本自己株式処分の資金使途については合理性があるものと考えておりま

す。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１） 払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

処分価格につきましては、本自己株式処分に関する取締役会決議日の直前営業日(平成 25

年３月６日)の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値 212,000 円に 0.9 を乗

じた 190,800 円といたしました。 

当社は、直近株価が現時点における当社の企業価値を適正に反映し、最も客観的な株価

であると判断しており、当該処分価格は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに

関する指針」を勘案し、処分予定先と協議のうえ決定したものであり、特に有利な処分価

格には該当しないものと判断いたしました。 

平成 25 年３月６日立会取引終了後に「業績予想の修正」を公表しておりますが、採用し

ている処分価格は、当該業績予想の修正を反映した株価を前提として決定したものではあ

りません。しかし、当該業績予想の修正は 2013 年７月期第２四半期連結累計期間の連結業

績について、受託済み案件の早期終了による売上高の前倒し計上が数多く見られたことか

ら上期の業績予想の修正を行ったものであり、通期では業績予想から変更なく進噢する見

込みであるため、修正開示前の株価を採用しても合理的であると考えております。 
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なお、①取締役会決議前日の当社普通株式の終値は 212,000 円、②取締役会決議の前日

を含む直近１ヶ月間の終値の単純平均値は 117,894 円（円未満切捨）、③取締役会決議の前

日を含む直近３ヶ月間の終値の単純平均値は 95,152 円（円未満切捨）、④取締役会決議の

前日を含む直近６ヶ月間の終値の単純平均値は 75,980 円（円未満切捨）であり、これらの

株価に対する上記の処分価格の乖離率は、順に、①10％のディスカウント、②61％のプレ

ミアム、③100％のプレミアム、④151％のプレミアムとなっております。 

このように本自己株式処分に係る処分価格については、上記①から④の全ての株価に対

する乖離率を勘案すれば、当社株式の株価が最近６ヶ月で上昇傾向にあることから、特に

有利な処分価格とはいえず、合理的なものと判断しております。 

払込金額が処分予定先に特に有利でないことに係る適法性に関する監査役の意見等は、

以下のとおりです。 

本自己株式処分にかかる取締役会に出席した監査役全員（在籍監査役全員）が、上記算

定根拠による当該処分価格については、合理的と考えられる算定根拠により決定され、か

つ日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠したものであり、上

記算定根拠による処分価格が特に有利な発行には該当しない旨の意見を表明しております。 

 

（２） 処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

 本自己株式処分により、ＥＰＳに対して割当てる株式数は、3,000 株であり、本自己株式

処分前の当社普通株式の発行済株式数 107,740 株の 2.78％（処分後の議決権総数 96,804 個

の 3.09％）に相当し、これにより一定の希薄化が生じます。 

 しかしながら、当社といたしましては、本件の処分予定先との資本業務提携は当社の企

業価値及び株主価値の向上に繋がるものと考えており、本自己株式処分による処分数量及

び株式の希薄化の規模は合理的であると判断いたしました。 

 

６．処分予定先の選定理由等 

（１） 処分予定先の概要（平成 24 年９月 30 日現在。特記しているものを除く。） 

（１） 名 称 イーピーエス株式会社 

（２） 所 在 地 東京都文京区後楽二丁目３番 19 号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長 厳 浩 

（４） 事 業 内 容 
ＣＲＯ関連事業、ＳＭＯ関連事業、ＣＳＯ関連事業、Global 
Research 関連事業、中国関連事業 

（５） 資 本 金 1,875,251 千円 

（６） 設 立 年 月 日 平成３年５月 30 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 普通株式 180,800 株 

（８） 決 算 期 ９月 30 日 

（９） 従 業 員 数 （連結）3,495 人 
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（10） 主 要 取 引 銀 行 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

株式会社みずほ銀行 

（11） 大株主及び持株比率 

有限会社 ワイ・アンド・ジー 

厳 浩 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

BBH  FOR  MATTHEWS  ASIA  DIVIDEND  FUND 

（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行） 

18.53％

11.36％

8.38％

8.07％

（12） 当事会社間の関係  

 
資 本 関 係 

当社と当該会社の間には、記載すべき資本関係はありませ
ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及
び関係会社との間には、特筆すべき資本関係はありません。

 
人 的 関 係 

当社と当該会社の間には、記載すべき人的関係はありませ
ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及
び関係会社との間には、特筆すべき人的関係はありません。

 
取 引 関 係 

当社と当該会社の間には、記載すべき取引関係はありませ
ん。また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及
び関係会社との間には、特筆すべき取引関係はありません。

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当
該会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者に該当し
ません。 

（13） 最近３年間の経営成績及び財政状態（単位：千円。特記しているものを除く。） 

決 算 期 平成 22 年９月期 平成 23 年９月期 平成 24 年９月期

連 結 純 資 産 14,347,262 16,424,339 18,436,341

連 結 総 資 産 20,650,639 23,399,514 26,647,412

１株当たり連結純資産(円) 70,149.38 78,072.16 87,280.50

連 結 売 上 高 29,451,046 32,040,340 35,202,880

連 結 営 業 利 益 4,415,203 4,803,961 5,174,654

連 結 経 常 利 益 4,443,988 4,790,424 5,091,585

連 結 当 期 純 利 益 2,191,407 2,170,426 2,207,320

１株当たり当期純利益(円) 12,255.43 12,137.08 12,343.39

１株当たり配当金 (円 ) 

(内１株当たり中間配当額) 

3,500

(1,600)

3,500

(1,600)

3,500

(1,600)

※処分予定先であるＥＰＳは、会社の履歴、役員、主要株主等について有価証券報告書等

において公表している株式会社東京証券取引所市場第一部の上場会社であります。また、

「企業倫理行動規範」を定めており、その一つとして反社会的勢力への対応を掲げ、反社

会的勢力には毅然とした態度でのぞみ、これらを寄せつけないとしております。以上の内

容について当社は、ＥＰＳが株式会社東京証券取引所に提出している「コーポレートガバ

ナンス報告書」等で確認しており、処分予定先、処分予定先の役員若しくは子会社または

処分予定先の主要株主が反社会的勢力等とは関係がないものと判断しております 
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（２） 処分予定先を選定した理由 

前記「２. 処分の目的及び理由」に記載のとおり、本自己株式処分は、当社とＥＰＳと

の業務提携と併せて実施するものであり、当社とＥＰＳの間に協力体制を構築し、本資本

業務提携を確実なものにするためのものであります。 

 

（３） 処分予定先の保有方針 

 処分予定先であるＥＰＳからは、資本業務提携に基づく一層の関係強化の趣旨に鑑み、

中長期的に保有する方針であることを確認しております。 

 なお、当社は、処分予定先から、払込期日（平成 25 年３月 25 日）より２年以内に本自

己株式処分に係る処分株式の全部または一部を譲渡した場合には、譲渡を受けた者の氏名

または名称及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を直ち

に当社へ書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告

すること、並びに当該報告内容が公衆縦覧に供されることに同意することにつき、確約書

を取得する予定であります。 

 

（４） 処分予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、処分予定先であるＥＰＳの第 22 期有価証券報告書（平成 24 年 12 月 21 日提出）

及び直近の第 23 期第１四半期報告書（平成 25 年 2 月 13 日提出）における財務諸表により、

本自己株式処分に係る払込みに必要かつ充分な現預金を有していることを確認しており、

本自己株式処分に係る払込みについて確実性があるものと判断しております。 
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７．処分後の大株主及び持株比率 

氏名又は名称 住所 
所有株式数

(株) 

持株比率
(％) 

処分後の 

所有株式数
(株) 

処分後の 

持株比率 

(％) 

西野 晴夫 東京都八王子市 18,194 16.88 18,194 16.88

佐々木 幸弘 東京都世田谷区 18,194 16.88 18,194 16.88

株式会社シー
エーシー 

東京都中央区日本
橋箱崎町24番１号

10,773 9.99 10,773 9.99

庄司 孝 東京都八王子市 3,231 2.99 3,231 2.99

イーピーエス
株式会社 

東京都文京区後楽
二丁目３番 19 号 

－ － 3,000 2.78

澤 梨乃 東京都世田谷区 3,000 2.78 3,000 2.78

株式会社アイ
ディーディー 

東京都港区南麻布
二丁目 14 番 19 号

2,525 2.34 2,525 2.34

西野 有紀 東京都八王子市 1,425 1.32 1,425 1.32

齋藤 ひとみ 東京都八王子市 1,425 1.32 1,425 1.32

社員持株会 
東京都新宿区西新
宿二丁目４番１号

983 0.91 983 0.91

計 59,750 55.45 62,750 58.24

（注）１．平成 25 年１月 31 日現在の株主名簿を基準として記載しております。 

２．当社は、処分前に自己株式 13,936 株、処分後に自己株式 10,936 株を保有して

おりますが、上記の大株主から除いております。 

３．持株比率及び処分後の持株比率は小数点第３位以下を切捨てております。 

 

８．今後の見通し 

当社とＥＰＳは、業務提携により、お互いを尊重する対等な立場として、信頼関係を高め、

長期的な協力関係の構築と維持を図るとともに、臨床試験の実施支援業務において、規模の

拡大によるリソース提供力の向上、機能・事業地域の補完等により、双方が顧客への提案内

容の幅を広げ、競争力を高めることで双方の事業発展に繋げることができると判断しており

ますが、現時点では、平成 25年７月期の連結業績への影響額については未定です。 

今後公表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

（企業行動規範上の手続き） 

本件における第三者割当は、①希薄化率が 25%未満であること、②支配株主の異動を伴う

ものではないことから、株式会社東京証券取引所の定める有価証券上場規定第 432 条に定

める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続は要しません。 
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９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１） 最近３年間の業績（連結） 

 平成 22 年７月期 平成 23 年７月期 平成 24 年７月期

連 結 売 上 高 4,887,151 千円 5,157,454 千円 6,196,733 千円

連 結 営 業 利 益 580,485 千円 801,661 千円 1,131,106 千円

連 結 経 常 利 益 566,908 千円 806,530 千円 1,135,539 千円

連 結 当 期 純 利 益 298,279 千円 421,879 千円 307,542 千円

１株当たり連結当期純利益 2,945.48 円 4,004.48 円 2,951.72 円

１ 株 当 た り 配 当 金 1,200 円 1,200 円 1,200 円

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 36,569.23 円 39,546.46 円 41,181.56 円

 

（２） 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 25 年１月 31 日現在） 

 株式数 発行済株式数に対する比率 

発 行 済 株 式 数 107,740 株 100％

現時点の転換価額（行使価額） 

に お け る 潜 在 株 式 数 
1,073 株 0.9％

 

（３） 最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成 22 年７月期 平成 23 年７月期 平成 24 年７月期 

始  値 39,650 円 40,800 円 39,150 円

高  値 53,800 円 45,300 円 68,900 円

安  値 31,400 円 31,950 円 35,200 円

終  値 40,900 円 39,500 円 46,450 円

 

② 最近６か月間の状況 

 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 

始  値 52,100 円 56,200 円 59,000 円 60,100 円 78,500 円 95,300 円

高  値 59,600 円 66,800 円 60,000 円 86,800 円 111,000 円 126,000 円

安  値 50,500 円 55,600 円 54,000 円 60,100 円 77,400 円 90,100 円

終  値 55,500 円 59,100 円 59,800 円 77,700 円 94,400 円 118,500 円

 

③ 処分決議前日おける株価 

 平成 25 年３月６日 

始  値 176,000 円

高  値 213,000 円

安  値 165,600 円

終  値 212,000 円
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（４） 最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

第三者割当による自己株式の処分 

処 分 期 日 平成 22 年４月５日 

処 分 価 格 の 総 額 448,400,000 円 

処 分 価 格 １株につき 38,000 円 

処 分 株 数 11,800 株 

処 分 時 の 発 行 済 株 式 総 数 107,740 株 

処 分 先 株式会社シーエーシー（以下、「ＣＡＣ」という。） 

当 初 の 資 金 使 途

① ＣＡＣ株式取得資金 

② ＣＡＣとの協業プロジェクト推進のための調査・

開発費用 

③ ＩＴ基盤整備及び新基幹システム構築・導入費用

④ Ｍ＆Ａのための調査費用 

処分時における支出予定時期

① 平成 22 年４月５日 

② プロジェクトの進噢に応じて順次支出 

③ 平成 22 年４月～12 月 

④ 平成 22 年４月以降順次支出 

現 時 点 に お け る 充 当 状 況

① 当初予定どおり全額充当済 

② 当初予定どおり全額充当済 

③ 当初予定どおり全額充当済 

④ 当初予定どおり全額充当済 

 

10．処分要項 

（１） 処 分 期 日 平成 25 年３月 25 日 

（２） 処 分 株 式 数 普通株式 3,000 株 

（３） 処 分 価 格 １株につき 190,800 円 

（４） 資 金 調 達 の 額 572,400,000 円 

（５） 処  分  の  方  法 第三者割当による処分 

（６） 処 分 予 定 先 イーピーエス株式会社 

（７） そ の 他 処分後の自己株式数 10,936 株 

 

以 上 


